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                               ２０２４年１１月１４日 
 

各  位 
 

会 社 名 株式会社 京都フィナンシャルグループ 

代表者名  代表取締役社長   土 井  伸 宏 

（コード番号 ５８４４東証プライム） 

問合せ先  執行役員経営企画部経営企画担当部長 大西 秀樹 

Ｔ Ｅ Ｌ （０７５）３６１－２２７５ 

                 
   

「第 1次中期経営計画」の前倒し達成に伴う 新たな戦略目標について 

 

株式会社京都フィナンシャルグループ（社長 土井 伸宏）（以下「当社」といいます。）は、     

「第 1次中期経営計画（2023年 10月～2026年 3月）」の主要指標（親会社株主帰属利益３００億円）

について前倒し達成したことから、本日開催の取締役会において、更なる成長に向けた新たな戦略目

標を決議いたしましたので、その概要を下記のとおりお知らせいたします。 

 

記 

 

１．背景 

  2023 年 10 月の持株会社体制への移行によってグループ各社の連携を一層強化し、全社一体と  

なった付加価値の高い総合ソリューションの提供を続けるなかで、「第 1 次中期経営計画（2023 年  

10 月～2026 年 3 月）」の主要指標について前倒し達成したことから、更なる成長に向けた目標   

設定を行いました。 
 

当社グループを取巻く環境は「金利のある世界」が到来するなど、「第 1次中期経営計画」策定時

とは大きく異なる状況であり、当社グループが「広域型地方銀行」として築いてきた店舗網を含め

た経営基盤を最大限活用することで、大きく飛躍できるタイミングであると考えております。 
 
そこで、目標設定にあたっては、次の第 2 次中期経営計画（2026 年 4 月～2029年 3 月）の戦略   

目標とし、従来よりも大幅に挑戦的な内容としております。 

 

２．新たな戦略目標 

  ＲＯＥの飛躍的向上ならびに、次代の成長企業への投資加速を企図した、以下の目標を設定。 

項 目 達成時期 目 標 

ＲＯＥ（純資産ベース） 2029年 3月 
５％    ← 従来目標（2026年 3月に 3％）  

【 2030年代前半に、８％以上を達成 】 

親会社株主帰属利益 2029年 3月 ６００億円  ←  従来目標（2026年 3月に 300億円） 

ベンチャー投資 
を中心とした成長投資 2031年 3月 １，０００億円以上（純増、2024年度下期からの累計） 

政策保有株式縮減 2029年 3月 １，０００億円以上（時価、2024年度下期からの累計） 
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３．次代の成長企業の発掘・育成による、当社グループの持続的な企業価値向上 

地域経済成長の好循環を創出するべく、政策保有株式を活用した次代の成長企業の発掘・育成・ 

投資を行います。ベンチャー投資を中心とした 1,000億円以上の成長投資を新たな戦略目標の 1つ

に掲げ、その原資として、日本を代表する企業群の育成・創出に深く関わってきた当社グループの

歴史のなかで保有するに至った政策保有株式を 1,000億円以上（時価ベース）縮減いたします。 

  これにより、地域経済における成長の好循環を創出し、当社グループの持続的な企業価値向上に  

取組んでまいります。 

 

 

※詳細については、添付資料「更なる成長に向けた戦略目標」をご参照ください。 

 

 

以 上 



更なる成長に向けた 戦略目標
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新たな目標設定の背景

♦成長角度の引上げ

持株会社体制への移行による収益拡大、「金利のある世界」の到来を踏まえ、更なる成長に挑戦

2023年
3月

2024年
3月

2025年
3月

2026年
3月

2029年
3月

2030年代
前半

実績 計画

ＲＯＥ（純資産ベース）
親会社株主帰属利益

第1次中期経営計画
（2023年10月～2026年3月）

第2次中期経営計画
（2026年4月～2029年3月）

2.6％
272億円

2023年10月に実施した持株会社化を機に
グループ各社の連携を一層強化し、
第1次中期経営計画目標を上回る成果

2.9％
315億円

350億円
（見込み）

（従来目標）
3.0％

300億円

成長角度を
大幅に引上げ

【新たな戦略目標】
５.０％
６００億円

８.０％以上へ

第2次中期経営計画を見据えた
目標設定とすることで、
中長期的な取組みも含めた
更なる成長を目指す

成長の加速を
株主還元額の
拡大に繋げる

【ＲＯＥ（純資産ベース）】
【親会社株主帰属利益】
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第2次中期経営計画 指標としての、新たな戦略目標

♦新たな戦略目標を設定し、第2次中期経営計画の策定を始動

項目 達成時期 目標

ＲＯＥ（純資産ベース） 2029年3月
5％ ← 従来目標（2026年3月に3％）

【 2030年代前半に、８％以上を達成 】

親会社株主帰属利益 2029年3月 600億円 ←  従来目標（2026年3月に300億円）

ベンチャー投資を中心とした成長投資 2031年3月 1,000億円以上（純増、2024年度下期からの累計）

政策保有株式縮減 2029年3月 1,000億円以上（時価、2024年度下期からの累計）

2023年4月
第1次中計スタート

2026年4月
第2次中計スタート

2029年3月をターゲットとする
戦略目標を新たに設定

2030年代前半
ＲＯＥ８％以上

第2次中期経営計画（2026年4月～2029年3月）の策定を始動
 全社横断プロジェクトを複数立上げ、計画策定と施策実行を併進する。
 第1次中計の残り期間は、第2次中計のスタートダッシュと位置づける。

2024年
11月

【新たな戦略目標】 ＲＯＥの飛躍的向上ならびに、次代の成長企業への投資加速を企図
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更なる成長に向けて

♦３つの取組みを柱に、ROE５％（純資産ベース）を捉える

ＲＯＥ５％ （純利益600億円）

ＲＯＥ８％以上

〔 2029年3月 〕

②「金利のある世界」における
預貸ビジネスの強化

 当社グループが「広域型地方銀行」
として築いてきた、店舗・お客さまと
のネットワークといった経営基盤を
最大限に活用した預貸ビジネスの
推進（2029年3月時点 預金11兆
円、貸出金9兆円規模の目標）

 収益性に基づくポートフォリオ見直し
を継続し、アセットの質を一層向上

〔2030年代前半〕

③総合ソリューション機能拡充
により地域の課題解決を加速

 中小企業支援領域（脱炭素、
人手不足等）、IT・DX領域を
中心にＭ＆Ａ・資本業務提携先を
探索するなど、インオーガニック投資
も駆使したスピーディーな機能拡充

 グループ内連携によるシナジー最大
化へ継続取組みし、地域やお客さ
まの課題に真摯に向合う

①ベンチャー投資を中心とした
次代の成長企業の発掘・育成

 ベンチャー投資・事業承継投資にて
1,000億円以上の投資を行い、
次代の成長企業を育成することで、
地域経済の発展を牽引

 これまでの当社グループの歴史にお
いて、日本を代表する企業群を育
成・創出するなかで得た政策保有
株式の一部をその原資として活用
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事業領域拡大による成長の加速に向けて

♦「金融」 × 「コンサルティング」 を軸とした、総合ソリューション機能の拡充

● 今後の投資候補となる事業の例
● これまでの子会社展開

銀行業
金融領域の

専門性
コンサルティング能力

の拡充

 保証

 リース

 キャピタル
 サービサー

 証券
 カード

 様々な分野におけるコンサルティング

 高度ファイナンス

・ 積水リース株式会社を連結子会社化
（2024年6月）

＜Topics＞
京都フィナンシャルグループとして
初のM&A

♦投資目線

 お客さまや地域社会の課題を解決することで、リレーションの深化に繋がるか。

 高い収益性や成長性が見込めるか。

 経営資源の活用や既存事業の活性化に繋がるか。

Ｍ＆Ａ・資本業務提携を加速 ～中小企業支援領域、IT・DX領域を中心に探索～

（不動産、再生エネルギー、
事業承継…）

・経営、販路開拓、マーケティング

・事業承継

・脱炭素

・人材

・海外、貿易

 ＩＴ・ＤＸ強化

・IT・DX

＜Topics＞
・ きょうとサービサーが
営業を開始（2024年10月）

 ＧＸ まちづくり
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京都フィナンシャルグループのＲＯＥの推移

♦財務体力を活かしたリスクアセットの積上げや事業領域の拡大を推進し、ＲＯＥの向上を図る

4.82%
4.80%

7.46%

4.58%

3.68%
4.38%

5.63%
6.39%

2.65%
2.29%

3.56%

2.42%
1.68%1.83%

2.62%
2.96%

5%

8%以上
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3月

2018年

3月

2019年

3月

2020年

3月

2021年

3月

2022年

3月

2023年

3月

2024年

3月

a

次期中計
(2029年3月)

ROE目標

2030年代前半
ROE目標

資本コストの
想定レンジ
（イメージ）

ご参考：ＲＯＥ（株主資本ベース）

ＲＯＥ（純資産ベース）

資本コストを
上回る水準の
ＲＯＥを目指す

環境変化を捉え、
更なる成長を
実現することで、

ＲＯＥ５％を早期に達成

2029年
3月

2030年代
前半
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地域経済成長の好循環に向けて

♦政策保有株式を活用した次代の成長企業の発掘・育成・投資

47% 46% 44% 42%
37% 36% 34% 33% 32% 30%

85%
78%

88%
97%

86%87%

99%96%92%
97%

0

5,000

10,000

（単位）
億円 ■評価益

■簿価

時価/純資産

簿価/株主資本

＜政策保有株式の縮減＞
2024年度下期～2028年度にて、
1,000億円以上縮減（時価ベース）＜次代の成長ドライバー＞

ベンチャー投資を中心とした成長投資
（1,000億円以上の純増投資）

⇒地域の特性を踏まえた投資、産業政策との連携
も加速（京都半導体バレー構想（仮称）等）

～2023年

9月

～2031年

3月

将来の

方向性

成長投資
ベンチャー・事業承継投資

純増
1,000億円以上

＊将来的には更なる
積み上げを志向

政策保有株式残高

全保有銘柄を
対象に
より厳格な
保有意義検証
を実施

実額（縮減時点の

時価）累計にて

1,000億円以上


